


目次

結果概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

研究組織・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

１．先行研究の概観・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

２．本研究の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12

３．調査対象と調査方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13

４．分析Ⅰ：階層的線形モデルによる分析・・・・・・・・・・・・・・14

５．分析Ⅱ：学力層別のクロス集計・・・・・・・・・・・・・・・・・45

６．考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52

引用文献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・55



1



1

学級編制と少人数指導形態が児童の学力に与える影響についての調査
結果概要

○ 目的

学級編制と少人数指導形態が国語，算数それぞれの教科の，小学校第４学年時と第６

学年時の学力との関係に与える影響を明らかにする。

○ 調査対象

京都府内（京都市を除く）の小学校のうち，平成 23 年度の第６学年において単式学級

が２以上あった 110 校。分析対象児童数は国語 8111 人，算数 8120 人。

○ 調査方法

児童の学力：第４学年時（４月）および第６学年時（４月）に実施された国語と••

算数の学力診断テストの児童ごとの得点を一覧表形式で回答。

各校の学級編制：平成 18 年度～ 23 年度の学級数と学年児童数を回答。••

各校の少人数指導形態：平成 23 年度の６年生について，第１～６学年時の各年度••

の少人数指導の実施形態について自由記述で回答。

○ 分析

調査対象校を第３～５学年までの３年間の少人数指導実施形態，及び学級編制に••

よって分類し，それぞれ類型化。

少人数指導形態
学校数

国語 算数

(1) ３年間，学級解体をともなう少人数指導を実施しなかった学校 72 20

(2)
３年間，学校ごとに一貫した形態による，学級解体をともなう少人数指
導を実施した学校

13 46

(3)
第４～５学年の２年間，学校ごとに一貫した形態による学級解体をともなう少
人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，学級解体をともなう少人
数指導を実施した学校

14 24

(4) 上記 (1) ～ (3) にあてはまらない学校 11 20

学級編制
平均学級規模

学校数
３年 ４年 ５年

(1)
３年間，または第４～５学年の２年間，現行を下回る
基準による学級編制を実施した学校

28.1 25.6 25.5 13

(2)
３年間現行の基準による学級編制を実施し，１度以上
平均学級規模が 30 人を超えた学校

34.2 33.8 33.6 47

(3)
３年間現行の基準による学級編制を実施し，平均学級
規模が 30 人以下の学校

25.9 26.0 25.9 41

(4)
第３～５学年の間のいずれか１年間のみ，現行を下回
る基準による学級編制を実施した学校

36.9 34.4 26.7 ９

階層的線形モデルによる分析を行い，上記の分類にもとづく少人数指導形態と学••

級編制の類型が第４学年時と第６学年時の学力（各教科・各時期において平均０，

標準偏差１に標準化した）との関係に与える影響を検討

第４学年時から第６学年時にかけての学力層の変移の状況が学級編制の違いによ••

って異なるかをクロス集計により検討。
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○ 国語の結果

「３年間，または第４～５学年の２年間，現行を下回る基準による学級編制を実施した
学校」と「３年間現行の基準による学級編制を実施し，１度以上平均学級規模が 30 人
を超えた学校」とを比較。
第４学年のいずれの学力層においても，第６学年で下位層に入る割合は後者の方が••
高い。
第４学年のいずれの学力層においても，第６学年で上位層に入る割合は後者の方が••
低い。

「３年間，または第４～５学年の２年間，現行を下回る基準による学級編制を実施した
学校」と「３年間現行の基準による学級編制を実施し，平均学級規模が 30 人以下の学校」
とを比較。
第４学年で下位層であった場合に第６学年でも下位層のままである割合は後者の方••
が高い。
第４学年で上位層であった場合に第６学年でも上位層のままである割合も後者の方••
が高い。
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○ 算数の結果

　

「３年間，または第４～５学年の２年間，
現行を下回る基準による学級編制を実施し
た学校」と「３年間現行の基準による学級
編制を実施し，平均学級規模が 30 人以下
の学校」とを比較。

第４学年のいずれの学力層においても，••
第６学年で下位層に入る割合は後者の
方が高い。
第４学年のいずれの学力層においても，••
第６学年で上位層に入る割合は後者の
方が低い。

○ 結果のまとめ

国語 算数

少人数指導
実施形態

国語，算数のいずれにおいても，小学校第４学年時と第６学年時の学••
力との関係の違いは，少人数指導実施形態の違いでは説明されない。

学級
編制

従前の学力が同程度の児童でみると，••
現行の基準によって編制された 30 人
を超える学級規模の学校の児童より，
現行を下回る基準による学級編制を継
続的に実施した学校の児童の方が， そ
の後の学力が高い。
現行を下回る基準による学級編制を継••
続的に実施した学校に在籍すること
が，従前の学力が低い児童に対して補
償的。

従前の学力が同程度の児童••
でみると，現行の基準によ
って編制された 30 人以下の
学級規模の学校の児童より，
現行を下回る基準による学級
編制を継続的に実施した学校
の児童の方が， その後の学力
が高い。

示唆：現行を下回る基準による少人数学級編制を継続的に実施した学校の優位性。
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平成 24 年２月現在

「学級規模の及ぼす教育効果に関する研究」では，学級規模と授業構成の関連等を検※※

討する「学習指導班」と，学級規模と児童生徒の学力の発達的変化の関連等を検討す

る「学習成果班」の２つの研究班を組織している。本報告書は「学習成果班」の研究

成果である。
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１．先行研究の概観

　

1.1　学級規模と学力
　
　学級規模と学力との関連を検討した研究はこれまで数多く取り組まれており，学級規模

が小さいほど児童生徒の学力が高い傾向にあることを示している。代表的な研究例として，

米国テネシー州で行われたスター（Student Teacher Achievement Ratio）計画が挙げられ

る（Word, Johnston, Bain, Fulton, Zaharias, Achilles, Lintz, Folger, & Breda, 1990）。この

研究では，1985 年から 1989 年にかけて，就学前教育から小学校第３学年の４年間にわた

り学級規模等が学力に与える影響が検討された。教師１人が 13 ～ 17 人の児童を担当する

「小規模学級」，教師１人が 22 ～ 27 人の児童を担当するとともに常勤の指導助手を配置し

た「指導助手付き通常規模学級」，教師１人が 22 ～ 27 人の児童を担当する「通常規模学級」

の３条件を設定し，対象校を地域類型ごとに無作為に割り当てた実験が行われた。その結

果，小規模学級に割り当てられた児童の方が指導助手付き通常規模学級または通常規模学

級に割り当てられた児童と比べて学力テストの得点が高いことが示された。

　同様に学級規模が小さいほど児童生徒の学力が高いという結果は，ウィスコンシン州で

実施された児童－教師比縮小政策（Student Achievement Guarantee in Education: SAGE）
においてもみられた（Molnar, Smith, Zahorik, Palmer, Halbach, & Ehrle, 1999）。さらに，

米国における大規模縦断的調査のデータの分析結果や，英国，豪州においてなされた研究

においても同様の結果が示されている（NICHD Early Child Care Research Network, 2004; 
Blatchford, 2003; Bourke, 1986）。
　このような学級規模と１時点の学力との関係についての研究のみならず，少人数学級へ

の在籍期間と学力との関係について検討した研究もみられる。先に示したスター計画にお

いて得られたデータを用いて，就学前から第３学年までの４年間を通して小規模学級に在

籍した児童と，４年間のうち一部期間小規模学級に在籍した児童の学力テスト得点の比較

が行われた。その結果，４年間を通して小規模学級に在籍した児童の方が第４学年時の学

力テスト得点がより高いことが示された（Nye & Hedges, 2002）。
　日本においても，学級規模と学力との関係についての検討例は多い。しかし，学級規模

が学力に影響を与えることを示唆するものもあれば，そうとはいえないことを示唆するも

のもあり，一貫した見解は得られていないのが現状である。

　日本における学級規模と学力との関係を検討した研究のなかでも，もっとも初期のもの

として，小学校第５学年と中学校第１学年を対象として，58 人以上の過大規模学級と 40
人前後の規模の対比学級を設けた，11 日間の比較実験研究が挙げられる（原・岩橋・迫田，

1959）。福岡県筑豊地区の小中学校からそれぞれ５校を抽出して実施された本研究の結果，

小学校の国語，社会，音楽，中学校の国語，社会，英語のいずれの授業においても，学習

活動から逸脱する児童生徒の割合は過大規模学級の方が高く，各児童生徒が個別指導を受

ける回数は対比学級の方が多いことが示された。また，算数・数学の学力検査の結果，小

中学校ともに対比学級の方が成績下位群の児童が少なく，上位群が多かった。

　また，国立教育政策研究所において近年取り組まれた学級規模と学力に関する研究を概
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観すると以下の通りとなる。小・中学校の算数・数学，理科を対象とした調査の結果では，

学級規模間の学力テスト得点の平均点に有意差はみられなかったが，20 人以下の学級が

他の規模と比べて平均点が高いことが示された（高浦，2001）。また，小・中学校の算数・

数学，英語を対象とした調査では，少人数指導を実施していない学級を 20 人程度，30 人

程度，40 人程度の３つの規模で類型化した学校と，習熟度別少人数指導やティームティ

ーチング等の少人数指導の実施形態で類型化した学校とを並列に学力テスト得点を比較し

た結果，少人数指導が学力等の形成にとって効果的であり，学級規模の大小が学力等の形

成に影響を与えるとはいえないことが示された（高浦，2004）。
　近年の研究としては，北海道，広島県，島根県，沖縄県の小学校５年生（1664 人）と

中学校２年生（1720 人）を対象に実施した調査が挙げられる（須田・水野・藤井・西本・

高旗，2007）。回答時間が 10 分程度の国語と算数・数学のテストの結果から得られた２教

科の合計得点の学校別平均点を，学級規模を 12 人以下（小学校のみ），13 ～ 20 人，21 ～

25 人，26 ～ 30 人，31 ～ 35 人，36 ～ 40 人に分類した学級規模間で比較した。その結果

小学校では学級規模が小さいほど平均点が高い傾向が示された。中学校では 21 ～ 25 人学

級の方が，31 ～ 35 人学級，36 ～ 40 人学級と比べて平均点が高かった。

　また，地域を限定した調査の結果でも，学級規模等の小さい方が学力が高い傾向がみら

れる。山形県では平成 14 年度から段階的に，小学校全学年及び中学校１年の学級の児童

生徒数を原則として 21 人から 33 人の範囲とする少人数学級編制を導入した。山形県教

育庁がまとめたデータによると，標準学力検査を用いて平成 13 年度に小学校２年生であ

った児童を対象に４年間の追跡調査を行ったところ，全県平均偏差値は実施前の平成 13
年度では国語が 50.5，算数が 51.7 であったが，導入後の平成 14 年度以降３年間は国語が

53.0 ～ 56.6，算数が 53.2 ～ 53.9 の範囲であった（山形県少人数教育再構築会議，2008）。
また，愛知県犬山市では平成 13 年度より市独自に非常勤講師を任用し，市内すべての小

中学校において算数・数学，理科，英語等の教科で１学級を２分割した少人数指導や，１

学級に２名の教師が入る協力指導を実施できるようにした。この政策の効果検証の一環と

して，小学校第５学年の算数，中学校第２学年の数学について児童生徒を対象として実施

した学力検査の結果を，少人数指導を受けた児童生徒と協力指導を受けた児童生徒で比較

したところ，小学校第５学年において，少人数指導の方が協力指導と比べて得点が高い傾

向になることが示された（仲・杉江，2002）。

　
1.2　少人数指導と学力
　
　日本においては，児童生徒－教師比の縮小を目的として，学級規模の縮小のみならず，

学習の到達度や理解の程度に応じた学習集団の再編制をともなった学習集団規模の縮小に

取り組まれている場合が多い。このことを考慮すると，能力別グループ編制に関する研究

についても概観する必要があろう。

　海外で能力別グループ編成といった場合，能力別学習集団編成（between class ability 
grouping）と学級内能力別グループ編成（within class ability grouping）の，主として２つ

の類型がある。能力別学習集団編成とは，同一学年の児童生徒を，当該教科の学力の程度

に応じて学習集団に振り分け，その集団に対して１名の教師が指導を行う形態を指し，集
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団内の児童生徒の学力差は小さいという特徴がある。学級内能力別グループ編成とは，当

該教科の学力の程度に応じて学級内でグループを編成したうえで，１名の教師がそれぞれ

のグループに対して指導を行う形態を指し，学級内の児童生徒の学力差は大きいが，グル

ープ内の学力差は小さいという特徴がある。これら２つのうち，能力別学習集団編成につ

いての研究を概観すると，以下のような研究例を挙げることができる。

　LSAY (Longitudinal Study of American Youth) のデータを用いて，数学と理科の授業に

おいてミドルスクールの第７学年時に能力別学習集団編成を行うことが第９学年時の成績

に与える影響を，生徒の社会経済的地位（SES）と第７学年時の成績で統制をとったうえ

で検討したところ，第７学年時に高学力であった生徒では能力別学習集団編成を行った学

校の生徒の方が成績が高かったが，中学力の生徒では能力別学習集団編成実施の有無によ

る成績の違いはみられなかった。また，低学力の生徒では能力別学習集団編成を実施した

学校の生徒の方が成績が低かったことが示された（Hoffer, 1992）。

　
1.3　指導方法の影響
　
　学級規模や学習集団編成の影響を考えるうえでは，教師の指導方法の影響についても考

慮する必要がある。先行研究のほとんどは学級規模や学習集団編成と学習成果との関係に

のみ着目しているが，これらに加えて教師の指導方法を含めた分析を行った研究も報告さ

れている（Brühwiler & Blatchford, 2011）。彼らは，スイスの小学校，中学校における理

科の授業の一単元を分析対象とし，教師の指導能力（生徒の特徴に合わせて指導方法を選

択する能力）を含めて学級規模の影響を分析した。その結果，学級規模と教師の指導能力

はともに学習成果に影響していること，教師の指導能力や生徒の特徴等の影響をコントロ

ールしたうえでも，学習成果に対する学級規模の影響は有意であったことを報告している。

これらの結果から，学級規模と教師の指導能力の両者が重要であると述べている。その他

に，学級規模の影響は学年が低い方が強いという結果が得られた。また，学級規模が小さ

い方が教師による生徒の学習の進み具合の把握がしやすいこと，学習成果に対する教員の

能力の影響は直接ではなく，指導の質により媒介されることを指摘している。

　
1.4　日本の学級編制の特徴
　
　ここまで検討してきたように，多くの先行研究では学級規模等を縮小することが児童生

徒に好影響を与えることを示している。しかし，これらの知見を直接的に援用して日本に

おいても学級規模等を縮小することが効果的であると結論づけるのは慎まなければならな

いだろう。例えば，先に検討したスター計画における通常規模学級の規模が 22 ～ 27 名，

小規模学級が 13 ～ 17 名であることから分かるように，諸外国における通常規模学級は，

日本の学級編制基準と照らし合わせると，それだけで小規模な学級であるといえるととも

に，諸外国でいう小規模学級は日本では即座に実現できないような規模の小ささである。

そのため，外国の学級規模研究で小規模学級が効果的であることが示されたとしても，日

本の学級編制基準をさらに下回る基準で編制された学級の規模を，さらに縮小した場合に

効果的であると示しているととらえるべきだろう。
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　また，日本と外国では学級の位置づけそのものが異なることにも考慮しなければならな

い。すなわち，英米の学級は児童生徒個々の学習の定着を主たる目的とした，学習集団と

しての機能に重点をおきながら編制されている。一方，日本の学校で組織される学級は，

原則として所属する児童生徒は最低でも１年間固定され，児童生徒の学校生活の基盤であ

る生活集団としての機能を持ちながら，生活集団の機能を生かしつつ児童生徒が学習に取

り組めるように学級担任が学級経営を行っているからである（文部科学省 , 2009; 河村，

2010）。このような状況を踏まえると，日本の学級編制基準の現状や学級の特質を考慮し

た学級規模等の研究に取り組む必要があるといえよう。

　特に，学級規模が児童生徒に与える影響を検討するにあたっては，例えば 40 人を上限

とする学級編制基準によって設置された 30 人学級なのか，35 人を上限とする基準によっ

て設置された 30 人学級なのかといったように，どの程度の基準を適用して学級編制が行

われたのかについても考慮する必要がある。学級は同学年の児童生徒で編制されることが

原則であるため，学年の児童生徒数に対して学級編制基準を適用して学級編制を行うと，

その基準の大小によって学級規模のみならず，学年の学級数，配置される教員数といった

数的な教育条件に違いがもたらされる。これら三者の違いは，クラス替え，児童生徒の実

態の把握と人間関係の構築，保護者との連携等の学級経営面，指導方法や内容の交流等の

学習指導面，修学旅行をはじめとした学年行事の運営等の学年経営面，校務分掌等の学校

経営面といった様々な側面における違いを引き起こす。そのため，単に学級規模だけをと

らえるのではなく，学級編制基準をも考慮したうえで，学級規模が児童生徒に与える影響

を検討することが必要といえよう。

　
1.5　適性処遇交互作用パラダイムの援用
　
　少人数指導や少人数学級における指導では，教師は学習者の特徴を把握し，それに合わ

せて指導方法を選択することが求められる。このように学習者の個人差に応じて指導方法

を切り替えることを適性処遇交互作用（Cronbach & Snow, 1977）にもとづく処遇の最適

化という。

　適性処遇交互作用のパラダイムを援用すると，あらゆる個人差に対して最適性を持つ万

能薬的な教授方法は存在しないということとなる（並木，1997）。これは学級規模等の政

策にもあてはまり，政策的に決められたある教育条件が，その条件下に置かれた各々の児

童生徒に対して同等の効果をもたらすことは期待できない（Raudenbush & Bryk, 1989）。
先に検討したスター計画のデータを分析した結果のなかには，小規模学級に在籍すること

が学力テスト得点に与える効果を，高学力の児童と低学力の児童とで比較すると，読解に

おいては低学力の児童においてより効果が大きい傾向がみられたが，数学においては高学

力の児童においてより効果が大きいという指摘もみられる（Nye & Hedges, 2002）。この

ように小規模学級という条件ひとつをとっても，個人差によって学級規模が与える影響は

異なるとともに，教科によってもその効果がまた異なるということが生じる。

　したがって，学級規模等が児童生徒に与える影響を検討する際には，例えば学力テスト

の平均点を学級規模の大小で比較するというように，主効果にだけ着目するのではなく，

個人差と学級規模等との交互作用を考慮した計画による研究と分析がなされる必要があろ
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う。そして，このような適性処遇交互作用のパラダイムを援用することこそが，学級規模

等の教育心理学的研究を行う意義であるともいえよう。

　適性処遇交互作用研究における適性とは，狭義には知能を示すものであったが，現在で

は認知的要因（知能，知識，技能，思考体系等），意志的要因（目標，興味，動機づけ等），

情動的要因（気分，態度等）といった様々な要因を適性とみなし，これらと教育環境との

交互作用に対する関心が寄せられている（Snow, Corno, & Jackson, 1996）。特に，適性処

遇交互作用のパラダイムを学習指導や政策立案に生かす場合，どのような要因を適性とし

て扱うべきかが論点となる。適性とは以後の学習成果に影響を与える個人差要因であると

いう考えを推し進めると，従前の学習成果もまた適性とみなしうる（Tobias, 1976）。

　
1.6　先行研究等から導かれる学級規模研究の課題
　
　ここまで検討したことをまとめると，以下の通りとなる。学級規模と学力との関係に関

しては，学級規模の縮小が児童生徒の学力を高めることに寄与することを示した研究が多

く，また在籍期間に着目すると，小規模学級に継続して在籍することが，より学力を高め

るといえる。しかし，すべての研究において学級規模縮小の効果が示されたわけでなく，

積極的な効果がみられないとする研究もある。そのような結果の不一致の背景には，学級

規模が縮小されても指導方法を変えない教師が多いため，学級規模縮小が児童生徒に与え

る影響が表れにくいといったことが挙げられる（Blatchford, 2012）。そのため，単に学級

規模のみに着目するのではなく，指導方法等の教育環境もまた児童生徒の学力に影響を及

ぼすことを考慮するとともに，児童生徒－教師比の縮小を目的として行われている少人数

指導の形態にも着目したうえで，学級規模が学力に与える影響を検討する必要がある。

　また，学級編制基準の大小が教育条件の数的，質的違いをもたらしうることを考慮する

と，単に学級規模の大小だけでなく，学級編制基準の違いについても考慮することが求め

られる。さらに，政策的に決められたある教育条件が，その条件下に置かれた各々の児童

生徒に対して等しい効果をもたらすとはいえないことを考慮すると，児童生徒の個人差に

も配慮したうえで学級規模と児童生徒の学力との関係が検討されるべきだろう。
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２．本研究の目的

　

　本研究の目的は，学級編制と少人数指導形態が児童の学力に与える影響を検討すること

である。そのために，従前の学力を適性とみなした適性処遇交互作用のパラダイムを援用

しながら，学級編制と少人数指導形態が，国語，算数それぞれの教科の，小学校第４学年

時と第６学年時の学力との関係に与える影響を明らかにする。なお，小学校第４学年，第

６学年時の学力については，それぞれ４月に測定されたものを用いるため，第３学年時か

ら第５学年時までの学級編制と少人数指導形態を処遇として扱う。

　学級編制については，継続的に小規模学級に在籍した児童の方が学力が高いという先行

研究の知見を考慮し，継続的に少人数学級編制が実施された学校とそれ以外の学校との間

で，小学校第４学年時と第６学年時の学力との関係の違いを検討する。少人数指導形態に

ついては，例えばある学校では算数についてのみ少人数指導を行うなど，教科ごとに実施

状況が異なる場合が多いことを踏まえ，継続的に少人数指導が実施されなかった学校とそ

れ以外の学校との間で，小学校第４学年時と第６学年時の学力との関係の違いを検討する。
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３．調査対象と調査方法

　

3.1　調査対象者
　
　京都府内（京都市を除く）の小学校のうち，平成 23 年度の第６学年において単式学級

が２以上あった 119 校の児童を対象とした。このうち，回答のなかった学校や回答に不備

があった学校及び当該学年の過年度（第１学年時から第５学年時）において 40 人を上限

とする学級編制の場合に単学級となる学校を分析から除外した。この結果，110 校を分析

の対象とした。

　これらの学校について，学力診断テストの結果に欠席や転出等による欠測がなかった児

童を分析の対象とした。この結果，国語は 8111 人，算数は 8120 人が分析の対象となった。

3.2　調査方法
　
　各小学校に対し，第４学年時（４月）及び第６学年時（４月）に実施した各児童の，国

語と算数の学力診断テストの得点の回答を求めた。具体的には，図１のような調査用紙を

用いた。この調査用紙は，２時点にわたるテストの結果を児童ごとに記入しつつも，回答

を提出する際には氏名等の欄を切り取って，学力診断テストの得点の記入欄のみ提出を求

めることで，各児童の個人情報が特定されないようになっていた。

　あわせて，調査対象となった児童の学年について，各学校の６年間の各年度における各

教科の少人数指導の実施形態について自由記述で回答を求めるとともに，各年度の学級規

模についても回答を求めた。

図１　調査用紙例

23
119

40
110

8111 8120
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４．分析Ⅰ：階層的線形モデルによる分析

　

4.1　少人数指導の実施形態による調査対象校の類型化
　
　自由記述で得られた少人数指導の実施形態についての回答にもとづいて，調査対象校を

分類した。その際，分析対象となった学力診断テストは第４学年時と第６学年時の４月に

実施されたものであるため，第３学年時から第５学年時にかけての少人数指導の実施形態

にかかわる回答にもとづいて分類した。この手順は以下の通りである。

まず，第３学年から第５学年の間での少人数指導の実施形態の一貫性の有無によって分

類した。次に，この一貫性がみられた学校を，学級解体をともなう少人数指導を実施した

学校と，実施しなかった学校とに分類した。また，第３学年から第５学年の間で少人数指

導の実施形態に一貫性のみられなかった学校については，第５学年時における学級解体を

ともなう少人数指導の実施の有無や，第３学年から第５学年の間での少人数指導の実施形

態の変化にもとづきながら分類した。

　その結果，(1) 第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数指導を

実施しなかった学校（国語 72 校，算数 20 校），(2) 第３学年から第５学年までの３年間，

学校ごとに一貫した形態による，学級解体をともなう少人数指導を実施した学校（国語

13 校，算数 46 校），(3) 第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，学級解体をと

もなう少人数指導を実施した学校（国語 14 校，算数 24 校），(4) 第３学年から第５学年

までの３年間のうち，第３学年の１年間のみ，または第３学年から第４学年の２年間学級

解体をともなう少人数指導を実施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少

人数指導の実施形態に一貫性がみられない学校（国語 11 校，算数 20 校）の４通りに類型

化された。

　そのうち (2) については，例えば，３年間一貫して１学級２展開を実施した学校や，３

年間一貫して２学級３展開による少人数指導を実施した学校が含まれる。(3) については，

第３学年時には少人数指導を実施しなかったが，第４学年から第５学年の２年間一貫して

１学級２展開を実施した学校や，この２年間一貫して２学級３展開による少人数指導を実

施した学校，及び第３学年から第４学年の２年間は学級解体をともなう少人数指導を実施

しなかったが，第５学年で少人数指導を実施した学校が含まれる。(4) については，第５

学年時に学級解体をともなう少人数指導を実施しなかった学校や，第３学年時には２学級

３展開による少人数指導を実施し，第４学年時には学級解体をともなう少人数指導を実施

せず，第５学年時には１学級２展開による少人数指導を実施した学校などが含まれる。

　これらの類型別にみた，学級規模と学級数の分布及びこれらの記述統計量を図２から図

９と表１，表２（国語）及び図 10 から図 17 と表３，表４（算数）に示す。
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図２　国語で第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数指

導を実施しなかった学校の学級規模の分布

図３　国語で第３学年から第５学年までの３年間，学校ごとに一貫した形態によ

る，学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級規模の分布
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図４　国語で第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，学

級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級規模の分布

図５　国語で第３学年から第５学年までの３年間のうち，第３学年の１年間のみ，

または第３学年から第４学年の２年間学級解体をともなう少人数指導を実

施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少人数指導の実施

形態に一貫性がみられない学校の学級規模の分布
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図６　国語で第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数指

導を実施しなかった学校の学級数の分布

図７　国語で第３学年から第５学年までの３年間，学校ごとに一貫した形態によ

る，学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級数の分布
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図８　国語で第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，学

級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級数の分布

図９　国語で第３学年から第５学年までの３年間のうち，第３学年の１年間のみ，

または第３学年から第４学年の２年間学級解体をともなう少人数指導を実

施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少人数指導の実施

形態に一貫性がみられない学校の学級数の分布
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表１　少人数指導形態の類型別の各学年時の学級規模の記述統計量（国語）

表２　少人数指導形態の類型別の各学年時の学級数の記述統計量（国語）
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図 10　�算数で第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数

指導を実施しなかった学校の学級規模の分布

図 11　�算数で第３学年から第５学年までの３年間，学校ごとに一貫した形態に

よる，学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級規模の分布
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図 12　�算数で第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級規模の分布

図 13　�算数で第３学年から第５学年までの３年間のうち，第３学年の１年間のみ，

または第３学年から第４学年の２年間学級解体をともなう少人数指導を実

施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少人数指導の実施

形態に一貫性がみられない学校の学級規模の分布
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図 14　�算数で第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数

指導を実施しなかった学校の学級数の分布

図 15　�算数で第３学年から第５学年までの３年間，学校ごとに一貫した形態に

よる，学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級数の分布
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図 16　�算数で第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，

学級解体をともなう少人数指導を実施した学校の学級数の分布

図 17　�算数で第３学年から第５学年までの３年間のうち，第３学年の１年間のみ，

または第３学年から第４学年の２年間学級解体をともなう少人数指導を実

施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少人数指導の実施

形態に一貫性がみられない学校の学級数の分布
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表３　少人数指導形態の類型別の各学年時の学級規模の記述統計量（算数）

表４　少人数指導形態の類型別の各学年時の学級数の記述統計量（算数）
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4.2　学級編制による調査対象校の類型化
　
　調査対象校となった京都府内の小学校のうち，一定の条件を満たした学校においては京

都府教育委員会の政策である「京都式少人数教育」の一環として少人数学級編制を選択す

ることが可能であった。そこで，第３学年から第５学年の間での少人数学級選択状況と学

級規模にもとづいて調査対象校を分類した。

　その結果，(1) 第３学年から第５学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２

年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校（13 校），(2) 第３学年から第

５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間で１度以上平均学

級規模が 30 人を超えた学校（47 校），(3) 第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育

としての少人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校（41 校），(4)
第３学年から第５学年の間のいずれか１年間のみ，京都式少人数教育としての少人数学級

を選択した学校（９校）の４通りに類型化された。これらの類型別にみた，学級規模と学

級数の分布及びこれらの記述統計量を図 18 から図 25 と表５，表６に示す。さらに，少人

数指導の実施形態の教科ごとの各類型と学級編制の各類型についてのクロス集計表を，表

７（国語）と表８（算数）に示す。



26 27

図 18　�第３学年から第５学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２年

間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校の学級規模の分布

図 19　�第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間で１度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校の学級規模

の分布
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図 20　�第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校の学級規模の分布

図 21　�第３学年から第５学年の間のいずれか１年間のみ，京都式少人数教育と

しての少人数学級を選択した学校の学級規模の分布
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図 22　�第３学年から第５学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２

年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校の学級数の分布

図 23　�第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間で１度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校の学級数の

分布
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図 24　�第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校の学級数の分布

図 25　�第３学年から第５学年の間のいずれか１年間のみ，京都式少人数教育と

しての少人数学級を選択した学校の学級数の分布
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表５　学級編制の類型別の各学年時の学級規模の記述統計量

表６　学級編制の類型別の各学年時の学級数の記述統計量
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表７　少人数指導形態の類型と学級編制の類型のクロス集計（国語）
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表８　少人数指導形態の類型と学級編制の類型のクロス集計（算数）
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4.3　学力診断テスト得点の予備分析

　
　各時期の得点の記述統計量を表９に示す。また，少人数指導形態の類型及び学級編制の

類型別にみた教科ごとの各時期の得点の記述統計量を表 10 から表 13 に示す。第６学年時

の得点を基準変数，第４学年時の得点を予測変数とする回帰分析を，各学校を単位として

教科ごとに行った。国語の各学校の回帰直線（図 26），算数の各学校の回帰直線（図 27）
の切片と傾きは学校ごとに異なっており，第 4 学年時の得点が同じである場合に予測され

る第６学年時の得点や，第４学年時の得点が第６学年時の得点に影響する程度が学校によ

って異なっていることが示唆された。したがって，このような切片と傾きの学校間での違

いが，少人数指導の実施形態及び学級編制の類型で説明できるかを検討した。

表９　調査対象児童の京都府学力調査の記述統計量
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表 10　少人数指導形態の類型別の学力テスト得点の記述統計量（国語）

表 11　学級編制の類型別の学力テスト得点の記述統計量（国語）
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表 12　少人数指導形態の類型別の学力テスト得点の記述統計量（算数）

表 13　学級編制の類型別の学力テスト得点の記述統計量（算数）
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図 26　各学校の回帰直線（国語）

図 27　各学校の回帰直線（算数）
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4.4　学力診断テスト得点の階層的線形モデルによる分析

　
　第６学年時の得点を基準変数，第４学年時の得点，少人数指導の実施形態の類型及び学

級編制の類型を予測変数とした階層的線形モデル（e.g., Randenbush & Bryk, 2002）によ

る分析を教科ごとに行った。階層的線形モデルは，集団に属する個人を分析の対象とする

際に標本の階層性を考慮して分析できるマルチレベルモデルのひとつであり，回帰分析の

ように量的な基準変数がある場合の分析方法である。本研究では，各児童は学校という集

団に属しており，少人数指導の実施形態の類型や学級編制の類型は学校という集団レベル

での変数であるため，通常の重回帰分析よりも適切な分析方法である。

　学校 j に属する児童 i の第６学年時の得点を Yij とした場合の具体的なモデルは以下の通

りである。

ここで，Xij は第４学年時の学力診断テストの得点であり，当該変数の集団レベルと個人レ

ベルの影響を分離するため，個人レベルのモデル式においては学校ごとに当該校の平均値

で中心化し，この平均値を集団レベルのモデル式で予測変数として利用した。なお，この

階層的線形モデルの分析にあたっては，学力診断テストの得点について，各教科・各時期

ともそれぞれ平均を０，標準偏差を１に標準化した得点を用いた。

　集団レベルのモデル式における I_T 及び C_T はそれぞれ，各学校の少人数指導の実施

形態の類型及び学級編制の類型である。具体的には，I_T01 は「第３学年から第５学年ま

での３年間，学校ごとに一貫した形態による，学級解体をともなう少人数指導を実施した

学校」を，I_T02 は「第４学年から第５学年の２年間学校ごとに一貫した形態による，学

級解体をともなう少人数指導を実施した学校，または第５学年の１年間，学級解体をとも

なう少人数指導を実施した学校」を，I_T03 は「第３学年から第５学年までの３年間のうち，

第３学年の１年間のみ，または第３学年から第４学年の２年間学級解体をともなう少人数

指導を実施した学校，もしくは第３学年から第５学年の３年間の少人数指導の実施形態に

一貫性がみられない学校」を示すダミー変数である。また，C_T01 は「第３学年から第

５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間で１度以上平均学

級規模が 30 人を超えた学校」を，C_T02 は「第３学年から第５学年の間で京都式少人数

教育としての少人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」を，C_
T03 は「第３学年から第５学年の間のいずれか１年間のみ，京都式少人数教育としての少

人数学級を選択した学校」を示すダミー変数である。これらのダミー変数については，当

該の類型にあてはまった場合は１，そうでない場合は０とした後に，各変数の平均値でそ

れぞれ中心化したものを変数として投入した。したがって，少人数指導の実施形態におい

ては「第３学年から第５学年までの３年間，学級解体をともなう少人数指導を実施しなか

った学校」の類型を，学級編制においては「第３学年から第５学年までの３年間，または
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第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校」の

類型を分析上の参照カテゴリとした。

　また，モデル中の T は切片と傾きの残差分散τ00，τ11 と共分散τ01 (= τ10) を要素とする

集団レベルの残差の分散共分散行列である。このモデル式をパスダイアグラムで表現する

と図 28 のようになる。

　以上のモデルを，マルコフ連鎖モンテカルロ法を用いてベイズ推定した。用いたソフト

ウェアは Mplus（Version.6.11: Muthén & Muthén, 1998-2010）であった。ベイズ推定をす

る際に設定する母数と超母数の事前分布はソフトウェアのデフォルトのものを用いた。収

束の判定にあたっては，各連鎖の前半の半分を破棄した場合の Gelman-Rubin の指標値が

1.002 以下を基準とした。

図 28　本研究で用いた階層的線形モデルのパスダイアグラムによる表現
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4.5　国語の結果
　
　上記の階層的線形モデルの分析による，国語の分析結果は表 14 の通りであった。なお，

信用区間については最高事後密度区間を用いた。この結果，集団レベルの切片のモデル式

における「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，

３年間で１度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校」の係数の 90％信用区間が負であっ

た。このことから，第４学年時の得点の平均値が同程度の学校どうしで比較すれば，「第

３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間で１

度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校」は，参照とした「第３学年から第５学年まで

の３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を

選択した学校」よりも，第４学年時の得点が平均値程度である児童について予測される第

６学年時の得点が低いことが示唆された。

　また，集団レベルの傾きのモデル式における「第３学年から第５学年の間で京都式少人

数教育としての少人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」の係

数の 90％信用区間が正であった。このことから，第４学年時の得点の平均値が同程度の

学校どうしで比較すれば，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人

数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」は，参照とした「第３学

年から第５学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育と

しての少人数学級を選択した学校」よりも，第４学年時の得点が第６学年時の得点に影響

を与える程度が強いことが示唆された。なお，他の類型に関する係数の 90％信用区間に

は０が含まれていた。
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表 14　母数の推定結果（国語）
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　上記の結果のうち，切片ならびに傾きに差がみられた学級編制の類型間の，第４学年の

国語の学校平均の得点が０（偏差値 50 相当）の場合に予測される第６学年国語の得点を，

それぞれ図 29 及び図 30 に示す。なお，この図は特定の少人数指導の実施形態の類型の場

合を示したものではなく，これらの類型を示すそれぞれの変数の平均値（中心化している

ため０である）をモデル式の各項に代入した場合のものである。

図 29　�切片に差がみられた学級編制の類型間での，第４学年国語の学校平均得点

（標準得点）が０の場合の第６学年国語の得点の予測

図 30　�傾きに差がみられた学級編制の類型間での，第４学年国語の学校平均得点

（標準得点）が０の場合の第６学年国語の得点の予測
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4.6　算数の結果
　
　上記の階層的線形モデルの分析による，算数の分析結果は表 15 の通りであった。なお，

信用区間については最高事後密度区間を用いた。この結果，集団レベルの切片のモデル式

における「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，

３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」の係数の 90％信用区間が負であった。このこ

とから，第４学年時の得点の平均値が同程度の学校どうしで比較すれば，「第３学年から

第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模

が 30 人以下の学校」は，参照とした「第３学年から第５学年までの３年間，または第４

学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校」よりも，

第４学年時の得点が平均値程度である児童について予測される第６学年時の得点が低いこ

とが示唆された。なお，他の類型に関する係数の 90％信用区間には０が含まれていた。
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表 15　母数の推定結果（算数）
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　上記の結果のうち，切片に差がみられた学級編制の類型間の，第４学年の算数の学校平

均の得点が０（偏差値 50 相当）の場合に予測される第６学年算数の得点を，図 31 に示す。

なお，この図は特定の少人数指導の実施形態の類型の場合を示したものではなく，これら

の類型を示すそれぞれの変数の平均値（中心化しているため０である）をモデル式の各項

に代入した場合のものである。

図 31　�切片に差がみられた学級編制の類型間での，第４学年算数の学校平均得点

（標準得点）が０の場合の第６学年算数の得点の予測
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５．分析Ⅱ：学力層別のクロス集計

　

5.1　学力層の変移の状況についてのクロス集計
　
　分析Ｉの結果，国語において切片ならびに傾きに差が，算数において切片に差がみられ

たのは，いずれも学級編制の類型間においてであり，少人数指導の実施形態の類型間にお

いては差がみられなかった。つまり，各児童の第４学年時の得点が第６学年時の得点に影

響する程度は，学級編制の違いによって異なることが示唆された。また先行研究では，学

級規模が学力に与える影響は従前に属していた学力層によって異なるという知見がある。

そこでこれらのことを踏まえ，第４学年時から第６学年時にかけての学力層の変移の状況

が学級編制の違いによって異なるかを検討することとした。

　学力層の区分については，上位・中位・下位となる児童がそれぞれ 1/3 に近くなるよう

にした。区分ごとの学力診断テストの得点の記述統計量を表 16 に示す。ただし，同順位

の児童が多かったため，割合が 1/3 から離れている場合がある。

表 16　上位，中位，下位の区分ごとの京都府学力調査の記述統計量
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5.2　国語の結果
　
分析Ⅰで用いた学級編制の類型と各時期の学力層の多重クロス表を表 17 に，この結果

を図示して割合として示したものを図 32 に示す。

階層的線形モデルの分析結果で切片に差がみられた，「第３学年から第５学年までの３

年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択

した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間で１度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校」とを比べると，第４学年

のいずれの学力層においても，第６学年で下位層に入る割合は後者の方が高く（第４学年

時の下位層：62.0％－ 63.9％，中位層：22.1％－ 24.6％，上位層：4.9％－ 7.1％），第４学

年のいずれの学力層においても，第６学年で上位層に入る割合は後者の方が低かった（第

４学年時の下位層：9.8％－ 7.1％，中位層：37.3％－ 33.8％，上位層：66.3％－ 64.0％）。

また，階層的線形モデルの分析結果で傾きに差がみられた，「第３学年から第５学年ま

での３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学

級を選択した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数

学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」とを比べると，第４学年で

下位層であった場合に第６学年でも下位層のままである割合は後者の方が高く（62.0％－

70.4％），かつ第４学年で上位層であった場合に第６学年でも上位層のままである割合も

後者の方が高かった（66.3％－ 69.8％）。



46 47

表 17　多重クロス表（国語）
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図 32　�第４学年時の学力層別にみた学級編制の類型別の第６学年時における学

力層の割合（国語）

62.0%

63.9%

70.4%

62.3%

28.2%

29.0%

24.1%

25.5%

9.8%

7.1%

5.5%

12.1%

22.1%

24.6%

24.0%

25.0%

40.6%

41.6%

42.5%

47.5%

37.3%

33.8%

33.5%

27.5%

4.9%

7.1%

5.7%

6.5%

28.8%

28.9%

24.4%

30.2%

66.3%

64.0%

69.8%

63.3%



48 49

5.3　算数の結果
　
分析Ⅰで用いた学級編制の類型と各時期の学力層の多重クロス表を表 18 に，この結果

を図示して割合として示したものを図 33 に示す。

　階層的線形モデルの分析結果で切片に差がみられた，「第３学年から第５学年までの３

年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択

した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選

択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」とを比べると，第４学年のいずれの

学力層においても，第６学年で下位層に入る割合は後者の方が高く（第４学年時の下位層：

59.6％－ 69.5％，中位層：21.9％－ 22.9％，上位層：3.0％－ 4.9％），第４学年のいずれの

学力層においても，第６学年で上位層に入る割合は後者の方が低かった（第４学年時の下

位層：11.5％－ 3.5％，中位層：32.0％－ 28.3％，上位層：66.3％－ 65.4％）。
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表 18　多重クロス表（算数）
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図 33　�第４学年時の学力層別にみた学級編制の類型別の第６学年時における学

力層の割合（算数）
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６．考察

　

　適性処遇交互作用のパラダイムの援用は，政策的に決められた教育条件が児童生徒

に与える影響を検討する際にも必要であることが指摘されている（Raudenbush & Bryk, 
1989）。本研究の結果，小学校第４学年時と第６学年時の学力との間には正の関係がみら

れるものの，その強さは学校ごとに異なっていることが示唆された。この結果は，学級規

模をはじめとした各校の教育条件を処遇とみなし，従前の学力を適性とみなした，適性処

遇交互作用のパラダイムにもとづく本研究の妥当性を示唆しているといえよう。そこで，

第６学年時の得点を基準変数，第４学年時の得点，少人数指導の実施形態の類型及び学級

編制の類型を予測変数とした階層的線形モデルによる分析を教科別に実施した。

　国語では，「第３学年から第５学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２年

間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校」は，「第３学年から第５学年の

間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間で１度以上平均学級規模が

30 人を超えた学校」と比べ，第４学年時の得点が平均値程度である児童について予測さ

れる第６学年時の得点が高く，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての

少人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」と比べ，第４学年時

の得点が第６学年時の得点に影響を与える程度が弱いということが示唆された。算数では，

階層的線形モデルの分析結果より，「第３学年から第５学年までの３年間，または第４学

年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学級を選択した学校」は，「第

３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数学級を選択せず，３年間の平

均学級規模が 30 人以下の学校」と比べ，第４学年時の得点が平均値程度である児童につ

いて予測される第６学年時の得点が高いことが示唆された。しかし，国語，算数のいずれ

においても，小学校第４学年時と第６学年時の学力との関係の違いは，少人数指導実施形

態の違いでは説明されなかった。

　次に，国語において切片ならびに傾きに差が，算数において切片に差がみられたのは，

いずれも学級編制の類型間においてであった。このことを踏まえ，第４学年時から第６学

年時にかけての学力層の変移の状況が学級編制の違いによって異なるかをクロス集計によ

って検討した。

　国語では，階層的線形モデルの分析結果で切片に差がみられた，「第３学年から第５学

年までの３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数

学級を選択した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人

数学級を選択せず，３年間で１度以上平均学級規模が 30 人を超えた学校」とを比べると，

第４学年のいずれの学力層においても，第６学年で下位層に入る割合は後者の方が高く，

第４学年のいずれの学力層においても，第６学年で上位層に入る割合は後者の方が低かっ

た。また，階層的線形モデルの分析結果で傾きに差がみられた，「第３学年から第５学年

までの３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人数学

級を選択した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少人数

学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」とを比べると，第４学年で

下位層であった場合に第６学年でも下位層のままである割合は後者の方が高く，かつ第４
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学年で上位層であった場合に第６学年でも上位層のままである割合も後者の方が高かっ

た。算数では，階層的線形モデルの分析結果で切片に差がみられた，「第３学年から第５

学年までの３年間，または第４学年から第５学年の２年間京都式少人数教育としての少人

数学級を選択した学校」と，「第３学年から第５学年の間で京都式少人数教育としての少

人数学級を選択せず，３年間の平均学級規模が 30 人以下の学校」とを比べると，第４学

年のいずれの学力層においても，第６学年で下位層に入る割合は後者の方が高く，第４学

年のいずれの学力層においても，第６学年で上位層に入る割合は後者の方が低かった。

　このように，本研究で仮定した階層的線形モデルの分析結果と，学力層別のクロス集計

の結果は整合的であった。したがって，階層的線形モデルの推定結果は，実際の調査対象

児童の学力の変化の状況を適切に記述しているといえよう。

　本研究の結果，国語においては，現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した

学校と，現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校との間には，従前

の学力が同程度の児童でみると，前者の学校の児童の方がその後の学力が高いことが示さ

れた。両者の学校は，学年の児童数に大きな違いはみられないものの，学級規模と学年学

級数の点では異なる。これらの違いのうち学級規模に着目すると，小規模学級に在籍する

児童とそうでない児童とを比較すると前者の方が学力が高いという先行研究による知見

と，この結果は一致する。

　しかし，現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校と，現行の基準によ

って編制された 30 人以下の学級規模の学校との間には，従前の学力がその後の学力に与

える影響に差がみられた。具体的には，図 30 の回帰直線の形状及びクロス集計の結果から，

現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校に在籍することが，従前の学力

が低い児童に対して，適性処遇交互作用の観点から補償的に働いたといえる。

　一方，算数においては，現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校と，

現行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の学校との間には，従前の学力が同

程度の児童でみると，前者の学校の児童の方がその後の学力が高いことが示された。この

ように，学級編制が児童の学力に与える影響は教科間で異なることと，同程度の 30 人以

下学級であっても，現行を下回る基準によって学級編制がなされた学校と，現行の基準に

よって学級編制がなされた学校とを比べると，前者の条件の方がより多くの児童の学力形

成に対して効果的であることが示唆された。

　先行研究によれば，学級規模が小さい方が児童生徒の学習態度がよく，授業中におけ

る学習課題に取り組む時間が長いといったことが明らかとなっている（Blatchford, 2003; 
Cahen, Filby, McCutcheon, & Kyle, 1983）。一方，教師にとっては，授業規律の維持を目

的とした働きかけが少ないことも明らかになっている（Stasz & Stecher, 2000; Bourke, 
1986; Rice, 1999）。このような学級規模による児童生徒の学習行動や，教師の授業の進め

方の違いが，学級規模による児童生徒の学力の違いをもたらすと考えられる。小規模学級

の児童生徒の方が学習態度等がよいという背景には，小規模学級の方が児童生徒の心理的

コミュニティ感覚が高いということが考えられている（Bateman, 2002）。そして，その高

さが児童生徒の学習活動の取組をより積極的なものにすると考えられている（Dweck & 

Elliott, 1983; Meece, Blumenfeld, & Hoyle, 1988）。また，学級や学習集団の規模が小さく

なることで生徒どうしの議論がしやすくなるため，学習方法についても互いに議論するよ
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うになることが動機づけを高めることにつながっているといった指摘もみられる（Jones, 
Estell, & Alexander, 2008）。
　しかし，本研究の結果では，規模の小さい学級に在籍すること自体の優位性は示されず，

現行を下回る基準によって編制された学級に在籍し続けることの優位性が示された。従来

の学級規模研究では，学級規模の大小に焦点を当てたものが多いが，学級規模の縮小にと

もなう学年学級数の増といった，学級規模の大小に随伴して起こる他の教育条件の違いを

考慮した研究には十分に取り組まれていない。そのため，本研究で得られた結果に対する

考察は不十分とならざるを得ない。

　学級規模の影響は，学校やそれらを取り巻く環境によって打ち消されることも起こりう

る（Blatchford, 2012）。このような指摘を踏まえると，学級編制基準の大小によって引き

起こされる学級規模，学年の学級数，配置される教員数といった数的な教育条件の変化が

もたらす学級経営面，学習指導面，学年経営面，学校経営面といった様々な側面に対する

影響についての研究も必要だろう。

　このように，本研究の結果に対する考察は十分とはいえないが，学級規模の違いは単一

の側面にのみならず，様々な側面に影響を与えるため，それらの影響を考察するには，多

面的な理論的・概念的な枠組みの構築が待たれる（Blatchford, 2012）。ただし，現行を下

回る基準による学級編制を継続的に実施した学校の優位性が示唆された本研究の結果は，

学年進行による学級編制基準の引き下げについて議論する際に考慮されるべきだろう。
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